（様式１）
令和○○年○○月○○日

支出負担行為担当官　

　中部地方整備局長　○○　○○　殿

又は

分任支出負担行為担当官中部地方整備局

　○○事務所長　○○　○○　殿
　　　　　　　　　　　　受注者
　　　　　　　　　　　　住所
商号又は名称

代表者氏名　　　　　　　　　　　印※１
本件責任者　所属：
※１　　氏名：

電話：※２
担 当 者  　所属：

※１　　氏名：

電話：※２
E-mail：※３
工事請負契約書第２６条第５項に基づく請負代金額の変更について（請求）
　現在履行中の下記工事について、契約当初に比べて工期内に主要な工事材料の価格に変更が生じ、請負代金額が著しく不適当となったので、工事請負契約書第２６条第５項の規定に基づき、請負代金の変更を下記のとおり請求します。
なお、請求する主要資材および変更請求概算額の内訳を、別紙「様式１－１」により提出します。

記
　　１．工　事　名　　令和○○年度　○○○○○○工事
　　２．請求する主要資材　　様式１－１に記載のとおり
　　３．変更請求概算額　　￥○，○○○，○○○

【記載時の注意事項（申請時に赤字は削除する）】
※工事請負契約書第２６条第５項（単品スライド条項）について、対象となる材料は、受注者から請求があ
った材料の中から受発注者間で協議の上決定するものである。そのため、請求のない材料については対象
にならない。

また、工事請負契約書第２６条第５項に謳われている「請負代金額が不適当となったこと」を証明するこ
とが必須条件のことから、証明資料の提出が無い材料についても、対象にはならない。
※本様式の請求はあくまで概算額であり、精査の結果、単価や請求額が変更となっても問題ない。
　※請求の際には、変更請求概算額の算出計算書を作成し、併せて提出すること。なお、様式は任意（指定な
し）とし、受注者の負担額がある場合は差し引いて計算すること。

※令和元年度以前に契約した工事については、「第２６条」を「第２５条」に書き換えること。
※１　本件責任者及び担当者の記載がある場合は、押印は不要です

押印する場合は、本件責任者及び担当者の記載は不要です

※２　電話は、事業所等の「代表番号」「代表番号+内線」「直通番号」等を記載

個人事業主などで、複数回線の電話番号がない場合は、１回線を記載

※３　E-mail アドレスがない場合は、記載不要
（様式２）
国部整○○第○○○号

令和○年○○月○○日

受　注　者

商号又は名称

代表者氏名　　　　　　　　　　　殿

支出負担行為担当官

　中部地方整備局長　○○　○○
又は

分任支出負担行為担当官中部地方整備局

　○○事務所長　○○　○○
工事請負契約書第２６条第８項に基づく協議開始日について（通知）
工 事 名　令和○○年度　○○○○○○工事

　令和○年○○月○○日付けで請求のあった上記工事に係る標記について、下記のとおり協議開始日を定めたので、工事請負契約書第２６条第８項の規定に基づき、通知する。

　工事請負契約書第２６条第５項に基づく請負代金の変更を請求する材料については、時期・購入先・購入価格等を証明する資料をとりまとめの上、遅滞なく監督職員に提出されたい。なお、請負代金額の変更対象とする主要な工事材料及び算定方法等については、別紙のとおりとする。
記

スライド額協議開始日　　令和○年○○月○○日
【記載時の注意事項（赤字は削除する）】
※協議開始日は工期末の１５日前までの日を記載する。
なお、工期延長が見込まれる場合は原則「工期末の○○日前の日（当該日が閉庁日の場合は、直前の開庁日とする。）」と記載。
※令和元年度以前に契約した工事については、「第２６条」を「第２５条」に書き換えること。
（様式２［別紙］）
工事請負契約書第２６条第５項に基づく請負代金額の変更の算定方法等について
　工事請負契約書第２６条第５項に基づく請負代金額の変更に係る、主要な工事材料及び算定方法等については以下のとおりとする。
１）対象材料および対象数量、価格の評価・算定方法は「工事請負契約書第２６条第５
項（単品スライド条項）運用マニュアル（案）（令和４年７月）」に基づくものと
する。
　２）受注者は、対象材料について「購入先・購入単価、購入数量等」が定まり次第、
様式３（必要に応じて様式３－１、様式３－２、様式３－３）および、購入実績を
証明する資料をとりまとめ、遅滞なく監督職員に提出するものとする。
また、実際の購入金額により価格変動後の金額を算定することを希望する対象材料
については、実際の購入先を含まない「当該地域での市場取引価格が確認できる２
社以上の見積り」についても提出するものとする。
３）受注者より必要な証明書類が提出されず、対象材料における実際に購入した際の数
量などの事項を確認できない場合には、当該対象材料は、単品スライド条項の適用
対象とはしない。
４）提出された証明書類について、監督職員より確認を求められた場合は、受注者はこ
れに応じるものとする。また、請求された対象材料について、単品スライド条項の
適用対象としない材料が生じた場合や大幅な数量の乖離が生じる場合、実購入額での算定希望の材料について実勢価格（官積算額）での算定となる場合については、別途、監督職員より協議する。
（様式４）

令和○年○○月○○日

（分任）支出負担行為担当官（官職氏名）　殿

 　　　　　　　　　　　　　　主任監督員又は総括監督員（官職氏名）

工事請負契約書第２６条第５項に基づく請負代金額の変更について

標記について、工事請負契約書第２６条第７項に基づき以下のとおり協議されたい。
１．工事名　令和○年度　○○○○工事

２．協議額　￥○○○，○○○．－　(税込額）

　　　　　　（対象品目、規格、数量は別添のとおり）
【記載時の注意事項（赤字は削除する）】
※単品スライドのみ変更協議する場合に使用する。

※提出日は、協議開始日以前の日とする。
※分任官工事については主任監督員、本官工事については、総括監督員とする。
※令和元年度以前に契約した工事については、「第２６条」を「第２５条」に書き換えること。

※単品スライドの対象品目、規格、数量は「別添：工事請負契約書第２６条第５項の対象材料内訳表」に記載
する。
※様式４－2、４－３、別添（工事請負契約書第２６条第５項の対象材料内訳表）をあわせて添付する。
※算定金額が「増減なし」の場合は、競技額に￥０と記載し、別添（工事請負契約書第２６条第５項の対象材料内訳表）は添付しないものとし、「（対象品目、規格、数量は別添のとおり）」を削除

（様式４－１）
令和○年○○月○○日

（分任）支出負担行為担当官（官職氏名）　殿

 　　　　　　　　　　　　　　主任監督員又は総括監督員（官職氏名）

工事請負契約書第２６条第５項及び第６項に基づく請負代金額の変更について

標記について、工事請負契約書第２６条第７項に基づき以下のとおり変更協議されたい。

１．工事名　令和○年度　○○○○工事

２．協議額　￥○○○，○○○．－　(税込額）

うち工事請負契約書第２６条第５項に係る分
　　
　　協議額　　　　　　　　￥　　　　　　　　　　　（税込額）
　　　　　　　　　　　（対象品目、規格、数量は別添のとおり）
うち工事請負契約書第２６条第６項に係る分
　　協議額　　　　　　　　￥　　　　　　　　　　　（税込額）
　　変更前残工事代金額　　￥　　　　　　　　　　　（税抜額）

　　変更後残工事代金額　　￥　　　　　　　　　　　（税抜額）

【記載時の注意事項（赤字は削除する）】
※インフレスライドと単品スライドを合わせて変更協議する場合に使用する。
※提出日は、協議開始日以前の日とする。

※分任官工事については主任監督員、本官工事については、総括監督員とする。
※令和元年度以前に契約した工事については、「第２６条」を「第２５条」に書き換えること。

※単品スライドの対象品目、規格、数量は「別添：工事請負契約書第２６条第５項の対象材料内訳表」に記載
する。
※様式４－2、４－３、別添（工事請負契約書第２６条第５項の対象材料内訳表）をあわせて添付する。
※算定金額が「増減なし」の場合は、競技額に￥０と記載し、別添（工事請負契約書第２６条第５項の対象材料内訳表）は添付しないものとし、「（対象品目、規格、数量は別添のとおり）」を削除

（様式４－２）
ス　ラ　イ　ド　調　書（工事請負契約書第２６条第５項）
	工事名
	　　令和○年度○○○○工事

	請負代金額
（消費税相当額含む）
	　　￥　○○○，○○○，○○○

	工期
	自）令和　　年　　月　　日
至）令和　　年　　月　　日

	スライド金額（Ｓ）
	　　￥　○，○○○，○○○

	うち取引に係る消費税
及び地方消費税の額
	　　￥　　　○○○，○○○


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（様式４－３）　
物価の変動に基づくスライド額計算書（工事請負契約書第２６条第５項）
工事名：令和○年度　○○○○○○○○○○工事
	 ①請負代金額

 　（消費税相当額含む）
	

	 ②既済部分出来高金額

 　（消費税相当額含む）
	

	 ③スライド対象請負金額（①－②）

 　（消費税相当額含む）
	

	 ④（Ｍeq \o\al(\s\up7(変更),\s\do 0(鋼))－Ｍeq \o\al(\s\up7(当初),\s\do 0(鋼))）
（消費税含む・落札率考慮）
	

	 ⑤（Ｍeq \o\al(\s\up7(変更),\s\do 0(油))－Ｍeq \o\al(\s\up7(当初),\s\do 0(油))）

（消費税含む・落札率考慮）
	

	⑥（Ｍ eq \o\al(\s\up6(変更),\s\do 0(材料)) －Ｍ eq \o\al(\s\up6(当初),\s\do 0(材料)) ）

（消費税含む・落札率考慮）
	


１）スライド額（S）　
Ｓ＝ （Ｍeq \o\al(\s\up7(変更),\s\do 0(鋼))－Ｍeq \o\al(\s\up7(当初),\s\do 0(鋼))）＋（Ｍeq \o\al(\s\up7(変更),\s\do 0(油))－Ｍeq \o\al(\s\up7(当初),\s\do 0(油))）＋（Ｍ eq \o\al(\s\up6(変更),\s\do 0(材料)) －Ｍ eq \o\al(\s\up6(当初),\s\do 0(材料)) ）－ Ｐ×1/100
	　　　　　　　　　　＝④＋⑤＋⑥－③×１／１００＝
	


Ｍeq \o\al(\s\up7(当初),\s\do 0(鋼)), Ｍeq \o\al(\s\up7(当初),\s\do 0(油)), Ｍ eq \o\al(\s\up6(当初),\s\do 0(材料)) ＝{ ｐ1×Ｄ1×ｋ1 ＋ ｐ2×Ｄ2×ｋ2

                              　　　＋……＋ ｐm×Ｄm×ｋm }×110／100

Ｍeq \o\al(\s\up7(変更),\s\do 0(鋼)), Ｍeq \o\al(\s\up7(変更),\s\do 0(油)), Ｍ eq \o\al(\s\up6(変更),\s\do 0(材料)) ＝{ p'1×Ｄ1×ｋ1 ＋ p'2×Ｄ2×ｋ2

                              　　　＋……＋ p'm×Ｄm×ｋm }×110／100

Ｍeq \o\al(\s\up7(変更),\s\do 0(鋼)), Ｍeq \o\al(\s\up7(変更),\s\do 0(油)), Ｍ eq \o\al(\s\up6(変更),\s\do 0(材料)) 　：　 価格変動後の鋼材類、燃料油又はその他の主要な
工事材料の金額

Ｍeq \o\al(\s\up7(当初),\s\do 0(鋼)), Ｍeq \o\al(\s\up7(当初),\s\do 0(油)), Ｍ eq \o\al(\s\up6(当初),\s\do 0(材料)) 　：　 価格変動前の鋼材類、燃料油又はその他の主要な
工事材料の金額
ｐ ： 設計時点における各対象材料の単価

ｐ'： 価格変動後における各対象材料の単価
Ｄ ： 各対象材料について算定した対象数量
ｋ ： 落札率
Ｐ ： 請負代金額
	２）スライド金額（Ｓ'）　＝　スライド額S×１００／１１０＝
	


                                                        （万円未満切り捨て）
	３）消費税相当額＝スライド額（Ｓ）×０．１＝　　　
	


	４）スライド額（Ｓ）＝スライド額（Ｓ'）＋消費税相当額
	


別　　　　添

工事請負契約書第２６条第５項の対象材料内訳表
	品　目
	規　格
	単位
	数　量
	備　考

	鋼材類
	○○○○
	ｔ
	○○
	実購入額算定

	鋼材類
	○○○○
	ｔ
	○○
	－

	その他の主要な工事材料
	○○○○
	ｍ３
	○○
	－

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	


【記載時の注意事項（赤字は削除する）】
※受注者より請求される対象材料に規格名称を合わせて記載すること。
※数量については受注者の証明数量ではなく、算定の対象と認められた対象数量を記載すること。

※受注者の実際の購入金額により価格変動後の金額を算定した材料については、備考欄に「実購入額
算定」と記載すること。
（様式５）
国部整○○第○○○号
令和○年○○月○○日

受　注　者

商号又は名称

代表者氏名　　　　　　　　　　　殿
支出負担行為担当官

　中部地方整備局長　○○　○○

又は

分任支出負担行為担当官中部地方整備局

　○○事務所長　○○　○○

工事請負契約書第２６条第５項に基づく請負代金額の変更について（協議）
　令和○年○○月○○日付けで請求のあった標記について、工事請負契約書第２６条第７項に基づき、下記のとおり協議する。

　なお、承諾については別途電子契約システムで送付する工事請負変更契約書案に電子署名の上、電子契約システムにより提出されたい。
記

１．工事名　令和○年度　○○○○工事

２．協議額　￥○○○，○○○．－　(税込額）

　　　　　　（対象品目、規格、数量は別添のとおり）

【記載時の注意事項（赤字は削除する）】
※単品スライドのみ変更協議する場合に使用する。
※紙契約方式の場合は「なお、承諾については別紙工事請負変更契約書２通を作成し、記名押印のうえ提出されたい。」と記載する。
※令和元年度以前に契約した工事については、「第２６条」を「第２５条」に書き換えること。
※主任監督員または総括監督員より提出された別添（工事請負契約書第２６条第５項の対象材料内訳表）をあ
わせて添付する。
（様式５－１）

国部整○○第○○○号
令和○年○○月○○日

受　注　者

商号又は名称

代表者氏名　　　　　　　　　　　殿

支出負担行為担当官

　中部地方整備局長　○○　○○

又は

分任支出負担行為担当官中部地方整備局

　○○事務所長　○○　○○

工事請負契約書第２６条第５項及び第６項に基づく請負代金額の変更について（協議）
　令和○年○○月○○日付けで請求のあった工事請負契約書第２６条第５項及び令和○年○○月○○日付けで請求のあった工事請負契約書第２６条第６項について、工事請負契約書第２６条第７項に基づき、下記のとおり協議する。

　なお、承諾については別途電子契約システムで送付する工事請負変更契約書案に電子署名の上、電子契約システムにより提出されたい。

記

１．工事名 

２．協議額　　　　　　　　￥　　　　　　　　　　　（税込額）
うち工事請負契約書第２６条第５項に係る分
　　
　　協議額　　　　　　　　￥　　　　　　　　　　　（税込額）
　　　　　　　　　　　（対象品目、規格、数量は別添のとおり）
うち工事請負契約書第２６条第６項に係る分
　　協議額　　　　　　　　￥　　　　　　　　　　　（税込額）
　　変更前残工事代金額　　￥　　　　　　　　　　　（税抜額）

　　変更後残工事代金額　　￥　　　　　　　　　　　（税抜額）
【記載時の注意事項（赤字は削除する）】
※インフレスライドと単品スライドを合わせて変更協議する場合に使用する。
※紙契約方式の場合は「なお、承諾については別紙工事請負変更契約書２通を作成し、記名押印のうえ提出されたい。」と記載する。
※令和元年度以前に契約した工事については、「第２６条」を「第２５条」に書き換えること。
※主任監督員または総括監督員より提出された別添（工事請負契約書第２６条第５項の対象材料内訳表）をあ
わせて添付する。
別　　　　添

工事請負契約書第２６条第５項の対象材料内訳表
	品　目
	規　格
	単位
	数　量
	備　考

	鋼材類
	○○○○
	ｔ
	○○
	実購入額算定

	鋼材類
	○○○○
	ｔ
	○○
	－

	その他の主要な工事材料
	○○○○
	ｍ３
	○○
	－

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	


【記載時の注意事項（赤字は削除する）】
※主任監督員または総括監督員より提出された本資料を使用すること。

※受注者より請求される対象材料に規格名称を合わせて記載すること。
※数量については受注者の証明数量ではなく、算定の対象と認められた対象数量を記載すること。

※受注者の実際の購入金額により価格変動後の金額を算定した材料については、備考欄に「実購入額
算定」と記載すること。
（様式５－２）
工事請負変更契約書(第○回）

工　 事 　名　　○○○○工事

変更契約事項

１．請負工事変更増額　　￥○○○，○○○．－　　

       うち取引に係る消費税及び地方消費税の額　￥○，○○○．－

２．契約保証金　　　￥○○，○○○.- 
３．工事請負契約書第４０条第１項に定める、支払限度額を次のとおり変更する。

　　　令和○年度　元　￥○○○，○○○．－　　改　￥○○○，○○○．－

　　　

４．工事請負契約書第４０条第２項に定める、出来高予定額を次のとおり変更する。

　　　令和○年度　元　￥○○○，○○○．－　　改　￥○○○，○○○．－

５．解体工事に要する費用等　原契約のとおり
６．その他　原請負契約書、第○回変更契約書及び第○回変更契約書条項のとおり

　　　　上記変更契約の証として本書２通を作成し、当事者記名押印の上、各自１通を
原請負契約書、第○回変更契約書及び第○回変更契約書とともに保有する。

令和○年○○月○○日

発　注　者

受　注　者

【記載時の注意事項（赤字は削除する）】
※紙契約の場合に使用。
※上記３、４は国債工事の場合に記載すること。
（様式６）
国部整○○第○○○号
令和○年○○月○○日

   受注者　住　所

           氏　名　                     殿

                                      　　支出負担行為担当官    

                                        　　中部地方整備局長  ○○　○○ 

                                   　　　　　　　　　　　　又は

分任支出負担行為担当官中部地方整備局

    　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　○○事務所長　○○　○○
工事請負契約書第２６条第５項に基づく請負代金額の変更について（協議）
令和○年○○月○○日付けで請求のあった標記について、工事請負契約書第２６条第７項に基づき、下記のとおり協議する。

記

１．工　　 事 　　名　　　○○○○○○工事

２．スライド変更可否　　　スライドの適用が認められない

３．理　　　　　　由　　　スライド額が請負代金額の１％を超えないため
【記載時の注意事項（赤字は削除する）】
※令和元年度以前に契約した工事については、「第２６条」を「第２５条」に書き換えること。

（様式６－１）

                                               令和○年○○月○○日

  （分任）支出負担行為担当官（官職氏名）　　殿

（受注者名）　　　　　　　　　　　　印　　※１
本件責任者　所属：
※１　　氏名：

電話：※２
担 当 者  　所属：

※１　　氏名：

電話：※２
E-mail：※３
工事請負契約書第２６条第５項に基づく請負代金額の変更について（承諾）

　　令和○○年○○月○○日付け国部整○○○第○○○号で協議のあった工事請負契約書第２６条第５項に基づく請負代金額の変更については、承諾する。
【記載時の注意事項（赤字は削除する）】
※令和元年度以前に契約した工事については、「第２６条」を「第２５条」に書き換えること。

※１ 本件責任者及び担当者の記載がある場合は、押印は不要です。

　　 押印する場合は、本件責任者及び担当者の記載は不要です。

※２ 電話は、事業所等の「代表番号」「代表番号+内線」「直通番号」等を記載。

　　 個人事業主などで、複数回線の電話番号がない場合は、１回線を記載。

※３ E-mail アドレスがない場合は、記載不要。
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